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１．国税専門官採用試験の専門試験（多肢選択式）における選択方式見直し【国税専門Ａ区分

のみ】 

※ 国税専門Ｂ区分（理工・デジタル系）の専門試験（多肢選択式）に変更はありません。  

国税専門Ｂ区分については、「２．人物試験配点比率の引上げ【国税専門 A 区分・国税専門 B 区分共通】）

をご覧ください。 

【必須科目の出題数見直し・選択必須科目の導入】 

専門試験（多肢選択式）の必須科目である「民法・商法」及び「会計学」について、「各８題解答」から「各２題解答」

に変更し、選択必須科目としての「民法・商法」及び「会計学」を設けるほか、その他の選択科目を「選択必須科目」

及び「選択科目」に再編します。

 

＜現行＞ 

・必須科目「民法・商法」及び「会計学」について、各８題（計１６題）を解答 

・選択科目から４科目（各６題×４科目＝２４題）を解答 
なお、下記表における「必須」、「選択必須」、「選択」の横の○内の数字は要解答題数を、各科目名の下の○内の数字は出題 
数を表します。 

 

＜見直し後＞ 

・必須科目「民法・商法」及び「会計学」の出題数削減（計１６題→計４題） 

・選択必須科目から４科目以上（各６題×４科目＝２４題）解答することとし、残り１２題は未選択の選択必須科目と

選択科目から自由に選択して解答 

・合計の解答題数（４０題）に変更なし 

 ※ 必須科目「会計学」及び選択必須科目「会計学」には、簿記が含まれます。 
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２．人物試験配点比率の引き上げ【国税専門 A区分・国税専門 B区分共通】 

 

    国税専門官採用試験における人物試験の配点比率を現行から引き上げることに伴い、各試験の配点比率を次

のように変更します。 

  

＜現行＞                           ＜見直し後＞ 

 試験種目 配点 

比率 

 

基礎能力 

試験 

（多肢選択式） 

２

９
 

専門試験 

（多肢選択式） 

３

９
 

専門試験 

（記述式） 

２

９
 

 

人物試験 ２

９
 

身体検査 合否

のみ 

 試験種目 配点 

比率 

 

基礎能力 

試験 

（多肢選択式） 

２

１０
 

専門試験 

（多肢選択式） 

３

１０
 

専門試験 

（記述式） 

２

１０
 

 

人物試験 ３

１０
 

身体検査 合否

のみ 

※なお、このほかの注意事項や詳細については、今後公表予定の受験案内を御覧ください。 


